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-------------------------------------------------------------------------------------- 
１．第６回復興推進会議が開催される 
-------------------------------------------------------------------------------------- 
 １月２９日(火)に第６回復興推進会議が首相官邸で開催され、配付資料等が復興庁のホーム 
ページに公表されました。 
http://www.reconstruction.go.jp/topics/525129.html 
 この会議では、「復興財源フレームの見直しについて」と「福島対応体制の抜本強化について」
及び「総理指示を踏まえた復興加速への当面の取組等について」が議論されました。 
 
(1)復興財源フレームの見直しについて 
 「集中復興期間」（平成２３年度～平成２７年度）における復旧・復興事業の規模と財源につき
まして、事業規模は、「平成２５年度予算案における施策・事業の規模は、３.３兆円程度であり、
さらに、現時点において、今後の「集中復興期間」（平成２６年度及び２７年度）に確実に実施が
見込まれる施策・事業の規模は、２.７兆円程度である。このため、「集中復興期間」に実施する
施策・事業の規模は、合わせて少なくとも２３.５兆円程度と見込まれる」とし、財源につきまし
ては、「日本郵政株式の売却収入として見込まれる４兆円程度を追加する他、２３年度決算剰余金
等により２兆円程度を確保することにより、「集中復興期間」の財源として、合計２５兆円程度を
確保する」としています。 
 
(2) 福島対応体制の抜本強化について 
 「復興庁の司令塔機能を強化しつつ、復興大臣トップの、いわゆる『福島・東京２本社体制』
とする」として、「福島復興再生総局」を設置するとしています。 
 
(3) 総理指示を踏まえた復興加速への当面の取組等について 
 「復興の加速策の具体化・推進」としまして、当面の主な対応としてあげられている点を例に
すると、以下のとおりです。 
○住宅再建・まちづくり関係事業に関し、出来る限り早期に工程表と住宅・宅地の戸数の年度別 
 目標を明示。また、当該工程表をもとに、事業のスピードアップへの取り組みを実施。 
○被災自治体のマンパワー不足への対応について、全国自治体からの職員支援に加え、公務員ＯＢ、 
 民間実務経験者、海外青年協力隊帰国隊員等の活用、都市再生機構の現地事務所の体制拡充な 
 ど対応を強化。併せて、発注方式の工夫、事務のアウトソーシング推進等により被災自治体の 
 事務負担の軽減を推進。 
 
 
-------------------------------------------------------------------------------------- 
２．平成２５年度予算政府案が閣議決定され、復興庁が「平成２５年度予算概算決定概要」を公表 
-------------------------------------------------------------------------------------- 
 １月２９日(火)の臨時閣議において、平成２５年度予算政府案を決定しました。 
http://www.mof.go.jp/budget/budger_workflow/budget/fy2013/seifuan25/index.htm 
 一般会計の歳出規模は９２兆６,１１５億円となりました。 
 復興予算につきましては、平成２５年度の復興特会において、まちづくりなどの復興の加速化、
早期帰還支援など福島の復興の加速などのために４．４兆円を措置し、あわせて、平成２７年度
までの復興財源フレームを見直し、平成２５年度を含め今後の事業費が１９兆円を上回る部分に
ついて、郵政株式売却益等の６兆円程度を充てることとし、被災地の方々の安心を確保するとし
ています。 
 
 また復興庁は、「平成２５年度予算概算決定概要」をホームページに公表しました。 
http://www.reconstruction.go.jp/topics/25129_4.html 
 「平成２５年度予算概算決定概要」の内容は以下のとおりです。 
 
(1)被災者支援 １,８８３（９２０）億円 
 被災者の方々の住宅再建、被災した学生の修学等を引き続き支援するとともに、コミュニティ
の弱体化、孤立化が問題となっている中で、心のケア等を支援するための予算を計上。 



（主な事業） 
○被災者生活再建支援金補助金 ８４０（－）億円 
○災害救助法による災害救助 ５２９（４９４）億円 
○被災した学生への修学支援 １６７（１５１）億円 
○緊急スクールカウンセラー等派遣事業 ３９（４７）億円 
○介護等のサポート拠点に対する支援 ２３（－）億円 
○被災者の心のケア支援事業 １８（－）億円 
 
(2)まちの復旧・復興 １６,６７０（１１,８５４）億円 
 本格的な復旧や復興に向けた公共インフラ等の整備を事業計画及び工程表に沿って推進するた
めの予算を計上。 
（主な事業） 
○東日本大震災復興交付金 ５,９１８（２,８６８）億円 
○災害復旧事業 ６,６１１（２,６０５）億円 
○復興道路・復興支援道路の整備等 １,３８４（１,２１５）億円 
○農林水産基盤整備 ４７８（３２５）億円 
○社会資本整備総合交付金（復興） ４４１（２６７）億円 
○災害廃棄物の処理 １,２６６（３,４４２）億円 
 
(3)産業の振興・雇用の確保 ３,０７５（２,９２０）億円 
 津波浸水地域等における産業の本格的な復興や雇用の確保のために必要な予算を計上。 
（主な事業） 
○津波・原子力災害被災地域雇用創出企業立地補助金 １,１００（－）億円 
○災害関連融資 ９６３（１,３１０）億円 
○中小企業組合等共同施設等災害復旧事業 ２５０（５００）億円 
○被災地域中小造船業復興支援事業 １６０（－）億円 
○東日本大震災農業生産対策交付金 １０４（２９）億円 
 
(4)原子力災害からの復興・再生 ７,２６４（４,６５５）億円 
 国が前面に立って福島の深刻な諸課題に対応できるよう、新たな事業制度を創設するなど、原
子力災害からの福島の復興及び再生を加速するために必要な予算を計上。 
（主な事業） 
○除染等 
 ・放射性物質により汚染された土壌等の除染 ４,９７８（３,７２１）億円 
 ・放射性物質汚染廃棄物処理事業 ９７１（７７２）億円 
 ・中間貯蔵施設の設置に向けた取組 １４６（２０）億円 
○帰還加速・区域の荒廃抑制 
 ・福島原子力災害避難区域等帰還・再生加速事業 ４８（―）億円 
 ・福島避難解除等区域生活環境整備事業 ２４（４２）億円 
○長期避難者への支援 
 ・長期避難者生活拠点形成交付金 ５０３（―）億円 
○定住に向けた環境整備 
 ・福島定住緊急支援交付金 １００（―）億円 
○地域経済の再生 
 ・再生可能エネルギー支援 １０３（－）億円 
 ・風評被害対策 １３（６）億円 
 
(5)東日本大震災復興推進調整費 １００（５０）億円 
 復興庁の司令塔機能を強化しつつ、諸制度の隙間を埋め、復興に関し国が実施する調査・企画
事業の委託や被災県が実施するソフト事業に対する補助等を実施。 
 
(6)復興祈念施設基本構想検討調査費 ０.５（―）億円 
 東日本大震災は広域にわたり甚大な被害が生じた未曾有の大災害であることに鑑み、国が地方
と連携して、犠牲者への追悼と鎮魂や、日本の再生に向けた復興への強い意志を国内外に向けて
明確に示すこと等を目的とした、復興の象徴となる森や丘等（復興祈念施設）を整備するための
基本構想の作成に向けた検討・調査を推進。 
 
 
-------------------------------------------------------------------------------------- 
３．総務省が「住民基本台帳人口移動報告 平成２４年結果」を発表 
-------------------------------------------------------------------------------------- 
 総務省は１月２８日(月)に、「住民基本台帳人口移動報告 平成２４年結果 －全国結果と岩手
県、宮城県及び福島県の人口移動の状況－」を公表しました。 
http://www.soumu.go.jp/menu_news/s-news/01toukei03_01000022.html 



 平成２４年における日本人の市区町村間の移動者数は全国で５０１万８,１６６人となり、９年
連続の減少、都道府県間移動者数は２３１万７,８５６人となり、平成２２年以来２年ぶりに減少、
都道府県内移動者数は２７０万３１０人となり、９年連続の減少となりました。  
 
 また、平成２４年における岩手県、宮城県及び福島県の転出超過数の合計は、１万１５９人と
なり、前年に比べて３万１,０６７人の減少となりました。各県の平成２４年の人口移動の結果は
以下のとおりです。 
 
(1)岩手県 
 岩手県は２,３８５人の転出超過となっていますが、前年に比べると１,０５８人の減少になり
ました。とくに、大船渡市は、前年の６６０人の転出超過から転入超過に転じています。また、
前年、７００人を上回る大幅な転出超過となった大槌町、陸前高田市、釜石市及び山田町の４市
町は、いずれも転出超過が継続しているものの転出超過数は大幅に減少となっています。とくに、
釜石市は震災発生前の平成２２年に比べても転出超過数は減少となり、大槌町はほぼ平成２２年
並みの転出超過数となっています。 
 
(2)宮城県 
 宮城県は６,０６９人の転入超過となり、前年の６,４０２人の転出超過から１３年ぶりに転入
超過へ転じました。宮城県で転出超過となったのは、石巻市など２６市町村で、このうち登米市
など７市町村が前年の転入超過から転じています。前年の１,０００人を上回る大幅な転出超過と
なった石巻市、気仙沼市、南三陸町、山元町及び東松島市の５市町は、いずれも引き続き転出超
過となっているものの、前年に比べると大幅に減少しています。 
 
(3)福島県 
 福島県は１万３,８４３人の転出超過ですが、前年に比べると１万７,５３８人の減少となり、
前年の半数以下の転出超過まで減少しています。しかし、震災発生前の平成２２年の５,７５２人
の転出超過と比較すると、いまだに大幅な転出超過となっています。 
 
 
====================================================================================== 
 ＪＲＥＩ復興メルマガは、毎月第２水曜日と第４水曜日に配信しています。 
 今回は平成２５年度政府予算案が閣議決定されましたので号外配信となりました。 
 なお、次回第１９号の配信は２月１３日(水)を予定しております。 
====================================================================================== 
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